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【研究成果の概要】  （ 文 字 の大 き さ 9 ポ イ ント ・ 字 数 800 字 ～ 1600 字 程 度）  
 

本 研究 の 目 的 は 、経済 安 定 化の 機 能 に 着目 し て 税 収面 か ら 見 たと き の 、地 方政 府 の 安 定化 機 能 の 有

無 につ い て 動 学的 実 証 分 析に よ り 明 らか に す る こと に あ る 。  

研 究背 景 に は 、地 方分 権 化が 進 行 す るな か で 、地 方 税の 改 革 が 着実 に 行な わ れ て きて い て 、そ れ は

地 方税 の み の 改革 で は な い国・地 方 を通 じ た 税 体 系の 抜 本 見 直し が あ る 。伝 統 的 な 財政 理 論 に よ ると 、

税 財政 の 機 能 の資 源 配 分・所 得 再 分配・経済 安 定 化に 分 類 さ れて 、そ の うち 後 者 の 二つ の 機 能 は、中

央 政府 に 属 し 、地 方政 府 は資 源 配 分 機能 を 担 う とさ れ る 。し か し 、日 本 の地 方 政 府 の財 政 機 能 は伝 統

的 理論 通 り に 資源 配 分 の みに 限 定 さ れて い る わ けで は な く、む し ろ 中 央 政府 の 機 能 と混 在 す る 側面 が

あ る。  

ま ず研 究 の 第 一段 階 と し て、 地 方 税 に経 済 安 定 化効 果 が あ るか 否 か を 議論 し た 先 行研 究 を 整 理し

た。そ し て、ど ち らの 説 が 説得 的 で あ るか 決 着 が つい て い な いと の 知 見 を得 た 。その 理 由 と し て、先

行 研究 は 計 量 的分 析 に よ るも の は 少 なく 、多 く は 記述 統 計 や 叙述 に よ る こと が あ げ られ る 。そ こ で洗

い 出し た 改 善 点と し て 、 動学 的 視 点 の欠 如 が あ る。  

経 済安 定 化 機 能の 税 収 面 に焦 点 を あ てる と 、税 収と 所 得 は 、所 得が 増 える こ と で 税収 が 上 が り 、増

え た税 収 に よ り可 処 分 所 得の 上 昇 が 抑え ら れ て 、消 費を 抑 制 し て 、所 得 へ反 映 す る 同時 方 程 式 モデ ル

の 中で 決 定 さ れる 。同 時 方程 式 モ デ ルの 場 合 、こ れに 最 小 二 乗 法を 適 用す る と 、説 明 変数 と 被説 明 変

数 の内 生 性 の 問題 を 解 決 せず 、説 明 変 数 であ る 所 得と 誤 差 項 が独 立 で な くな り 、推 定 量 が不 偏 性 およ

び 一致 性 を も たな い 。  

本 研究 の 分 析 手法 と し て、変 数 間 シス テ ム 推 計 の 3 段 階 最 小 二乗 法 マ ク ロ連 立 方 程 式モ デ ル に より

地 方税 の 所 得 弾力 性 を 実 証分 析 す る 。地 方税 の 代 理変 数 の 問 題を 解 決 す るた め に 、地 方 税と 国 税 を同

時 に推 定 モ デ ルに 取 り 入 れる シ ス テ ム推 計 を 行 う。具 体 的に は 、3 段 階 最小 二 乗 法（ Three Stage Least 

Squares、 3SLS）を 用 い て 、地 方 税 と 国税 を 同 時 に推 計 し て マク ロ 体 系 の中 で 推 計 を行 う 。  

分 析の 結 果 、 経済 安 定 化 の効 果 の 指 標で あ る 地 方税 の 所 得 弾力 性 は 、 指標 の 基 準 値を 超 え て おり 、

日 本の 地 方 税 は経 済 安 定 化の 機 能 を 備え て い る こと が 明 ら かに な る 。そ して 地 方 税 全体 の 所 得 弾力 性

は、先 行 研 究よ り 若 干 低 い結 果 と な った 。こ れ は、本 研 究が 、国税 も 同 時に 連 立 方 程式 モ デ ル に入 れ

込 み、今 ま で地 方 税 と 所 得 のみ の 関 係 を推 計 し て いた と き に 現れ る 国 税 の影 響 を 除 去で き た こ とお よ

び 、シ ス テ ム 全体 を 考 え た推 定 法 で ある こ と が 効い て い る と考 え ら れ る。  
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